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バ
ブ
ル
崩
壊
か
ら
二
〇
年
超
。
し
か
し
こ

の
間
、
デ
フ
レ
基
調
の
経
済
状
況
が
一
五
年

の
長
き
に
及
ぶ
な
ど
、
日
本
経
済
は
依
然
、

厳
し
い
局
面
か
ら
脱
し
て
い
な
い
。
さ
ら
に
、

新
興
国
の
台
頭
で
激
化
す
る
グ
ロ
ー
バ
ル
競

争
や
歴
史
的
な
円
高
が
加
わ
り
、
企
業
の
経

営
基
盤
は
大
き
く
揺
さ
ぶ
ら
れ
て
き
た
。
こ

う
し
た
な
か
、
企
業
の
間
で
は
異
業
種
へ
の

新たな事業展開に向け、人材の確保・
育成はどう変わろうとしているのか
JILPT「構造変化の中での企業経営と

人材のあり方に関する調査」結果より

特集

企業の成長戦略と人材育成
―新たな事業展開の課題

長引くデフレ経済などを背景に、異業種や成長産業への事業展開を進める企業が増えている。その際、企業は自
社が求める人材をどう確保しているのか。将来を見据えて必要となる人材をどのように育てているのだろう。特
集では、当機構が企業経営における事業展開の現状と今後の見通し、それに伴う人材育成の考え方などを尋ねた
アンケート調査結果と、実際に新分野への進出を行っている３社の事例を紹介する。また、今後、企業のさらな
る参入が見込まれる農業とヘルスケア産業の構造と制度的な課題などについての専門家の解説などから、新たな
事業展開の課題を考える。
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積
極
的
な
進
出
や
成
長
分
野
へ
の
戦
略
的
投

資
、
海
外
展
開
と
い
っ
た
新
た
な
事
業
の
方

向
性
を
模
索
す
る
動
き
が
目
立
っ
て
き
た
。

　

事
業
展
開
の
変
化
に
伴
い
、
必
要
に
な
る

人
材
は
ど
う
確
保
・
育
成
さ
れ
る
の
だ
ろ
う
。

Ｊ
Ｉ
Ｌ
Ｐ
Ｔ
調
査
・
解
析
部
で
は
、
企
業
経

営
に
お
け
る
事
業
展
開
の
現
状
・
見
通
し
と
、

こ
れ
に
伴
う
人
材
の
確
保
・
育
成
方
針
な
ど

を
テ
ー
マ
に
、
本
年
二
月
二
二
日
～
三
月
末

に
か
け
、「
構
造
変
化
の
中
で
の
企
業
経
営
と

人
材
の
あ
り
方
に
関
す
る
調
査
」
を
実
施
し

た
。
調
査
結
果
の
全
容
は
年
末
を
目
途
に
報

告
書
（
調
査
シ
リ
ー
ズ
）
を
刊
行
予
定
だ
が
、

本
稿
で
は
概
要
を
抜
粋
し
て
紹
介
し
た
い
。

（
Ⅰ
）
事
業
展
開
の
現
状
と
今
後
の
見
通
し

　

調
査
は
、
民
間
調
査
機
関
所
有
の
企
業

デ
ー
タ
ベ
ー
ス
を
母
集
団
に
、
産
業
・
規
模

別
に
層
化
無
作
為
抽
出
し
た
、
全
国
に
お
け

る
従
業
員
三
〇
人
以
上
の
企
業
約
二
万
社
を

対
象
に
実
施
し
た
。
有
効
回
答
企
業
二
七
八

三
社
（
一
三
・
九
％
）
の
属
性
は
、
図
表
１

の
通
り
で
あ
る
。

過
去
五
年
間
は
事
業
が
増
加
傾
向
で
推
移

　

過
去
五
年
間
に
お
け
る
事
業
展
開
の
全
般

的
な
推
移
を
尋
ね
る
と
、「
本
業
の
範
囲
で
増

加
（
充
実
・
強
化
）
傾
向
」
に
あ
っ
た
企
業

が
三
六
・
〇
％
、「
異
業
種
に
も
参
入
し
、
増

加
（
多
角
化
）
傾
向
」
が
四
・
五
％
で
、
事

業
の
拡
大
傾
向
に
あ
っ
た
企
業
が
合
わ
せ
て

四
割
を
超
え
て
い
た
（
図
表
２
）。
こ
れ
に

対
し
、「
本
業
の
範
囲
で
減
少
（
選
択
・
集
中

化
）
傾
向
」
は
二
五
・
五
％
、「
本
業
を
転
換

（
異
業
種
へ
移
行
）
し
つ
つ
減
少
傾
向
」
は

一
・
四
％
で
、
縮
小
傾
向
は
四
社
に
一
社
程

度
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。
す
な
わ
ち
、
全
体

と
し
て
は
横
這
い
（「
事
業
数
・
内
容
と
も

特
段
変
化
な
し
」
二
九
・
八
％
）
か
ら
や
や

増
加
傾
向
で
、
推
移
し
た
こ
と
が
分
か
る
。

主
な
業
種
に
と
ど
ま
ら
な
い
事
業
の
拡
が
り

　

そ
れ
で
は
、
企
業
に
お
け
る
事
業
展
開
は
、

現
状
ど
う
な
っ
て
い
る
の
だ
ろ
う
。
本
調
査

本業の範囲で、

増加（充実・強化）傾向,
36.0

異業種にも参入し、

増加（多角化）傾向, 4.5

事業数・内容とも、

特段変化なし, 29.8

本業の範囲で、減少

（選択・集中化）傾向,
25.5

本業を転換

（異業種へ移行）しつつ、

減少傾向, 1.4
分からない, 1.3

無回答 ,
1.7

本業の範囲で、

増加（充実・強化）傾向,
36.0

事業数・内容とも、

特段変化なし, 29.8

本業の範囲で、減少

（選択・集中化）傾向,
25.5

無回答 ,
1.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

（ｎ＝有効回答企業2,783社）

図表２　過去５年間における事業展開の推移

図表３　回答企業が手掛ける事業分野
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建設業(n=225)
製造業（機械、素材関連）(n=259)
製造業（消費関連、その他）(n=364)
情報通信業(n=117)
卸売業、小売業(n=403)
サービス業(n=複合、専門・技術除く511)
医療、福祉(n=275)

％ 17.3 65.8 64.9 21.7 14.621.6 17.0 19.3 17.927.5 75.2 25.615.4

（複数回答）
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10 ％ 12.1 61.0 28.014.1 23.911.1 13.7 5.239.11 20.7 71.6 16.711.111.5 52.4 15.4 69.1

（％）

主
た
る
業
種

農業、林業 0.3

雇
用
者
規
模

２９人以下 ２.９
漁業 0.２ 30～９９人 40.7
鉱業、採石業、砂利採取業 0.1 100～２９９人 15.９
建設業 8.1 300～4９９人 17.1
製造業（消費関連） 4.5

２２.4

500～９９９人 1２.5
製造業（素材関連） 3.6 1000人以上 8.7
製造業（機械関連） 5.7 無回答 ２.1
製造業（その他） 8.6

企
業
設
立
年

～1９5９年 ２９.8
電気・ガス・熱供給・水道業 0.９ 1９60～1９6９年 16.6
情報通信業 4.２ 1９70年～1９7９年 16.1
運輸業、郵便業 8.3 1９80年～1９8９年 14.6
卸売業、小売業 14.5 1９９0年～1９９９年 10.0
金融業、保険業 ２.3 ２000年～２00９年 8.7
不動産業、物品賃貸業 1.3 ２010年～ 0.９
教育、学習支援業 3.２ 無回答 3.4
医療、福祉 ９.９

労
使
関
係

過半数代表の労働組合がある 1９.4
学術研究、専門・技術サービス業 ２.8

２1.4

過半数代表ではないが、労働組合がある 5.９
宿泊業、飲食サービス業 4.5 労働組合はないが、労使協議機関がある ２4.0
生活関連サービス業、娯楽業 1.8 労働組合も労使協議機関もない 48.4
複合サービス業（郵便局、協同組合等） 0.２ 無回答 ２.3
サービス業（他に分類されないもの） 1２.1

系
列

子会社や関連会社がある 55.7
分類不能の産業 0.1 なし 43.3
その他 0.0 無回答 1.0
無回答 ２.９

図表１　回答企業の基礎的な属性
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で
は
、「
事
業
」
を
「
一
定
の
営
業
目
的
の
た

め
に
組
織
さ
れ
た
企
業
活
動
の
括
り
。
原
則

と
し
て
定
款
に
事
業
目
的
が
記
載
さ
れ
て
お

り
、
か
つ
実
際
に
行
わ
れ
て
い
る
（
営
業
収

益
と
し
て
計
上
さ
れ
て
い
る
）も
の
す
べ
て
」

と
定
義
し
、現
在
の
事
業
分
野（
複
数
回
答
）

を
具
体
的
に
尋
ね
た
。
結
果
は
図
表
３
の
通

り
で
あ
る
。
事
業
本
数
は
一
～
六
九
ま
で
分

布
し
、
平
均
で
二
・
五
本
だ
っ
た
。

　

事
業
展
開
の
現
状
を
、
別
途
尋
ね
た
「
主

た
る
業
種
」
と
組
み
合
わ
せ
て
み
た
。
結
果
、

当
然
な
が
ら
、
そ
れ
ぞ
れ
「
主
た
る
業
種
」

に
呼
応
す
る
事
業
が
突
出
し
て
高
い
。
だ
が
、

主
た
る
業
種
を
問
わ
ず
、「
無
店
舗
小
売
事
業

（
ネ
ッ
ト
通
販
等
）」（
情
報
通
信
業
で
六
・

〇
％
、
宿
泊
業
・
飲
食
サ
ー
ビ
ス
業
で
五
・

六
％
）
や
、「
保
険
事
業
」（
卸
売
・
小
売
業
で

一
四
・
一
％
）
な
ど
の
展
開
が
み
ら
れ
る
。

ま
た
、「
人
材
・
事
務
代
行
サ
ー
ビ
ス
事
業
」

（
情
報
通
信
業
で
一
一
・
一
％
、
学
術
研
究
、

専
門
・
技
術
サ
ー
ビ
ス
業
で
一
〇
・
一
％
）

や
、「
環
境
、
廃
棄
物
処
理
、
リ
サ
イ
ク
ル
事

業
」（
建
設
業
で
八
・
〇
％
、
運
輸
・
郵
便
業

で
六
・
一
％
）
に
進
出
し
て
い
る
様
子
も
窺

え
る
。
さ
ら
に
、「
農
業
・
ア
グ
リ
ビ
ジ
ネ
ス

関
連
事
業
」（
製
造
業
で
三
・
五
％
、
卸
売
・

小
売
業
で
二
・
五
％
）
や
、「
電
力
・
ガ
ス
・

熱
供
給
・
水
道
事
業
」（
建
設
業
で
四
・
九
％
）

へ
の
参
入
な
ど
、
主
た
る
業
種
に
と
ど
ま
ら

な
い
事
業
の
拡
が
り
が
浮
か
び
上
が
る
。

一
七
・
一
％
が
主
力
事
業
を
転
換
と
回
答

　

こ
う
し
た
な
か
、
現
在
と
今
後
の
主
力
事

業
を
尋
ね
る
と
、
両
方
に
有
効
回
答
の
あ
っ

た
企
業
（
二
〇
二
七
社
）
の
集
計
で
、
主
力

事
業
に
変
化
な
し
が
八
二
・
九
％
と
大
勢
を

占
め
る
一
方
、
主
力
事
業
を
転
換
す
る
と
し

た
企
業
も
一
七
・
一
％
に
の
ぼ
っ
た
。
取
り

巻
く
環
境
変
化
に
適
応
す
る
た
め
、
事
業
構

造
を
抜
本
的
に
見
直
そ
う
と
し
て
い
る
企
業

も
少
な
く
な
い
こ
と
が
分
か
る
。

半
数
超
の
企
業
が
事
業
再
編
を
実
施

　

そ
れ
で
は
、
企
業
は
こ
の
間
、
事
業
を
ど

う
再
編
し
て
き
た
の
だ
ろ
う
。

　

過
去
五
年
間
に
お
い
て
、
何
ら
か
の
事
業

再
編
を
「
実
施
し
た
」
企
業
は
半
数
を
超
え

た
（
五
一
・
三
％
）（
図
表
４
）。
具
体
的
な

内
容
を
み
る
と
（
複
数
回
答
）、
事
業
所
の

増
設
、
生
産
設
備
の
増
強
、
既
存
商
品
・
サ
ー

ビ
ス
の
質
の
改
善
、
販
売
網
拡
充
な
ど
「
既

存
事
業
の
拡
大
」
が
も
っ
と
も
多
く
、五
三
・

六
％
に
の
ぼ
っ
て
い
る
。
次
い
で
多
い
の
は
、

新
規
事
業
分
野
へ
の
進
出
、
新
製
品
・
技
術

の
開
発
、
海
外
生
産
の
開
始
、
販
路
・
取
引

先
の
開
拓
と
い
っ
た
「
新
規
事
業
の
開
始
」

（
二
八
・
八
％
）
で
あ
る
。

　

一
方
、
二
〇
〇
八
年
の
金
融
危
機
等
に
よ

る
景
気
の
落
ち
込
み
に
伴
い
、
事
業
の
ス
ク

ラ
ッ
プ
も
行
わ
れ
た
よ
う
だ
。事
業
の
拡
大
・

新
規
開
始
に
続
い
て
多
い
の
は
、
事
業
所
の

整
理
、
設
備
投
資
の
圧
縮
や
販
売
網
縮
小
、

既
存
事
業
の
集
約
・
統
合
な
ど
「
既
存
事
業

の
縮
小
」（
一
五
・
九
％
）
と
な
っ
て
い
る
。

こ
れ
に
「
子
会
社
・
関
連
会
社
の
吸
収
」（
子

会
社
・
関
連
会
社
を
あ
く
ま
で
事
業
と
し
て

吸
収（
議
決
権
を
所
有
））が
一
二
・
三
％
、「
不

採
算
事
業
の
廃
止
」（
不
採
算
事
業
か
ら
完
全

に
撤
退
。
同
事
業
を
停
止
し
、
継
続
し
な
い
。

同
事
業
の
売
却
や
営
業
譲
渡
を
伴
わ
な
い
）

が
九
・
〇
％
で
続
く
。

　

こ
の
ほ
か
、「
事
業
の
売
却
・
営
業
譲
渡
」

（
事
業
・
資
産
の
一
部
を
他
社
に
売
却
し
た

場
合
や
、議
決
権
を
他
社
へ
譲
渡
し
た
場
合
）

が
四
・
五
％
、「
事
業
の
分
社
化
」（
事
業
あ
る

い
は
組
織
の
一
部
を
分
離
し
、
別
会
社
（
子

会
社
・
関
連
会
社
）
を
設
立
）
が
四
・
〇
％

な
ど
と
な
っ
て
い
る
。

　

企
業
間
コ
ラ
ボ
レ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
付
加

価
値
増
大
の
取
り
組
み
も
み
ら
れ
る
。
共
同

企
画
・
開
発
や
技
術
提
携
の
ほ
か
、
生
産
、

流
通
・
販
売
、
情
報
面
等
で
の
連
携
を
含
む

「
同
業
種
他
社
と
の
事
業
交
流
」は
七
・
二
％

で
、「
異
業
種
他
社
と
の
事
業
交
流
」
が
三
・

〇
％
、「
他
社
と
の
事
業
統
合
」（
事
業
・
資
産

の
一
部
を
他
社
と
統
合
し
、
議
決
権
を
所
有

す
る
新
会
社
を
設
立
）
が
二
・
五
％
な
ど
と

な
っ
た
。

　

こ
の
間
に
事
業
再
編
を
実
施
し
た
理
由

（
複
数
回
答
）
を
尋
ね
る
と
、「
新
た
な
収
益

源
の
獲
得
（
新
規
市
場
進
出
を
含
む
）」
が

も
っ
と
も
多
く
（
三
九
・
八
％
）、
以
下
、「
業

況
の
変
動
（
業
績
の
悪
化
・
改
善
）」（
三
五
・

六
％
）、「
顧
客
ニ
ー
ズ
の
変
化
」（
二
六
・

八
％
）
な
ど
が
あ
が
っ
た
（
図
表
５
）。

今
後
は
「
既
存
事
業
の
拡
大
」
が
大
幅
に
上
昇

　

事
業
再
編
の
今
後
の
見
通
し
は
ど
う
か
。

向
こ
う
三
年
間
に
つ
い
て
も
、
四
割
弱
（
三

八
・
六
％
）
の
企
業
が
事
業
再
編
の
「
実
施

予
定
が
あ
る
」
と
し
、ま
た
三
割
弱
（
二
八
・

三
％
）
が
「
方
針
は
未
定
・
分
か
ら
な
い
」

と
し
て
い
る
（
図
表
4
）。
実
施
内
容
を
み

実施予定

がある
38.6%

実施予定は

ない
31.5%

方針は未定・

分からない
28.3%

無回答
1.6%

今後３年間

53.6

28.8

7.5
12.3

15.9
9.0

4.0 4.5 7.2
3.0 2.5 1.1

68.7

25.4

4.8 2.1
8.5 7.1

2.8 1.0
7.2 4.3 2.1 0.7

0

10

20

30

40

50

60

70

80

実施内容

過去５年間
今後３年間

(n=1,428)
(n=1,073)

％

（複数回答）

実施した
51.3%

実施して

いない
47.8%

実施予定

がある
38.6%

実施予定は

ない
31.5%

方針は未定・

分からない
28.3%

実施した
51.3%

実施して

いない
47.8%

無回答
0.9%

過去５年間

（ｎ＝有効回答企業２，７８３社）

図表４　事業再編の実施状況と今後の見通し
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る
と
（
複
数
回
答
）、
過
去
五
年
間
と
比
較

し
て
、
今
後
の
三
年
間
は
「
既
存
事
業
の
縮

小
」（
八
・
五
％
）
や
「
子
会
社
・
関
連
会
社

の
吸
収
」（
二
・
一
％
）
な
ど
が
低
下
し
、「
既

存
事
業
の
拡
大
」（
六
八
・
七
％
）
が
大
幅
に

上
昇
し
て
い
る
。

　

事
業
再
編
の
実
施
理
由
（
複
数
回
答
）
に

つ
い
て
も
、
引
き
続
き
「
新
た
な
収
益
源
の

獲
得
（
新
規
市
場
進
出
を
含
む
）」「
業
況
の

変
動
（
業
績
の
悪
化
・
改
善
）」「
顧
客
ニ
ー

ズ
の
変
化
」
が
上
位
を
占
め
る
。
だ
が
、
過

去
か
ら
今
後
で
は
「
人
件
費
の
削
減
」（
過
去

一
六
・
五
％
→
今
後
一
二
・
七
％
）

が
減
少
。
一
方
で
、「
顧
客
ニ
ー
ズ

の
変
化
」（
八
・
六
㌽
増
）
や
「
成

長
分
野
へ
の
戦
略
的
な
投
資
」

（
七
・
三
㌽
増
）、「
市
場
の
成
熟（
需

要
の
頭
打
ち
）」（
六
・
一
㌽
増
）、

「（
自
社
に
な
い
技
術
・
ノ
ウ
ハ

ウ
を
持
つ
）
人
材
の
確
保
」（
五
・

七
㌽
増
）
な
ど
が
軒
並
み
増
加
し

（
図
表
５
）、
積
極
的
に
新
た
な

事
業
展
開
に
打
っ
て
出
る
企
業
の

姿
勢
が
鮮
明
に
な
っ
て
い
る
。

（
Ⅱ
）
事
業
再
編
に
伴
う
労
働
力
の
調
整
状
況

　

そ
れ
で
は
、
事
業
再
編
は
雇
用
に
ど
の
よ

う
な
影
響
を
も
た
ら
す
の
だ
ろ
う
。

重
要
度
増
す
人
材
の
再
教
育
や
配
置
転
換

　

事
業
再
編
と
労
働
力
調
整
の
関
係
を
み
る

と
（
複
数
回
答
）、
過
去
五
年
間
に
「
既
存

事
業
の
拡
大
」
に
伴
い
何
ら
か
の
労
働
力
調

整
を
行
っ
た
割
合
は
九
四
・
〇
％
と
な
っ
て

い
る
。
具
体
的
に
は
、
既
存
事
業
を
拡
大
し

た
企
業
の
約
三
社
に
二
社
（
六
五
・
二
％
）

が
「
正
社
員
の
中
途
採
用
」
を
実
施
し
、
半

数
弱
（
四
八
・
九
％
）
が
「
新
規
学
卒
者
の

採
用
」
を
行
っ
て
い
る
（
図
表
６
）。
こ
れ

に
対
し
、
今
後
の
三
年
間
に
つ
い
て
は
「
社

内
人
材
の
再
教
育
訓
練
、
能
力
開
発
」（
九
・

一
㌽
増
）
や
「
新
規
学
卒
者
の
採
用
」（
七
・

七
㌽
増
）、「
社
内
人
材
の
（
職
種
変
更
を
伴

う
）
配
置
転
換
」（
四
・
二
㌽
増
）
な
ど
の
実

施
割
合
が
上
昇
す
る
見
通
し
で
あ
る
。

　
「
新
規
事
業
の
開
始
」
に
あ
た
っ
て
は
、

何
ら
か
の
労
働
力
調
整
を
行
っ
た
割
合
が
八

五
・
九
％
と
な
っ
て
い
る
。具
体
的
に
は
、「
正

社
員
の
中
途
採
用
」（
四
五
・
五
％
）
や
「
社

内
人
材
の
（
職
種
変
更
を
伴
わ
な
い
）
配
置

転
換
」（
三
五
・
〇
％
）
な
ど
で
対
応
す
る
企

業
が
多
か
っ
た
よ
う
だ
。
今
後
に
つ
い
て
は

「
新
規
学
卒
者
の
採
用
」が
大
き
く
上
昇（
一

一
・
六
㌽
増
）
し
、
約
三
社
に
一
社
が
行
う

と
し
て
い
る
。
ま
た
、「
社
内
人
材
の
（
職
種

変
更
を
伴
う
）
配
置
転
換
」（
九
・
二
㌽
増
）

や「
社
内
人
材
の
再
教
育
訓
練
、能
力
開
発
」

（
八
・
九
㌽
増
）
な
ど
の
実
施
割
合
も
増
加

す
る
見
通
し
だ
。

　

一
方
、「
既
存
事
業
の
縮
小
」
に
際
し
て
労

働
力
調
整
を
行
っ
た
割
合
は
八
一
・
五
％

だ
っ
た
。
具
体
的
に
は
「
社
内
人
材
の
（
職

種
変
更
を
伴
わ
な
い
）
配
置
転
換
」
や
「
正

社
員
の
希
望
退
職
の
募
集
、
解
雇
」「
非
正
社

22.9

35.6

21.7

26.8

5.6

1.4

5.3 5.4
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％

（複数回答）

図表５　事業再編の実施理由（過去５年と今後３年）
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％

（複数回答）
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既存事業の縮小

図表６　　事業再編に伴う労働力調整



特集―企業の成長戦略と人材育成

Business Labor Trend 2013.9

6

員
の
契
約
満
了
退
職
、
解
雇
」
な
ど
が
い
ず

れ
も
三
割
を
超
え
て
い
る
。
さ
ら
に
、
今
後

に
つ
い
て
は
「
特
に
労
働
力
調
整
を
行
わ
な

い
」
割
合
が
大
幅
に
低
下
（
一
〇
・
六
㌽
減
）

す
る
反
面
、「
社
内
人
材
の
（
職
種
変
更
を
伴

う
）
配
置
転
換
」（
六
・
六
㌽
増
）
や
、「
社
内

人
材
の
再
教
育
訓
練
、
能
力
開
発
」（
五
・
七

㌽
増
）、｢

子
会
社
等
へ
の
出
向
、転
籍｣

（
五
・

三
㌽
増
）、「
非
正
社
員
の
契
約
満
了
退
職
、

解
雇
」（
五
・
二
㌽
増
）
な
ど
が
大
き
く
上
昇

す
る
見
通
し
と
な
っ
て
い
る
。

　

事
業
再
編
の
種
類
に
応
じ
て
労
働
力
の
調

整
方
法
は
異
な
る
も
の
の
、「
既
存
事
業
の
拡

大
」「
新
規
事
業
の
開
始
」「
既
存
事
業
の
縮

小
」
に
共
通
し
て
、
今
後
は
「
社
内
人
材
の

再
教
育
訓
練
、
能
力
開
発
」
や
「
社
内
人
材

の
配
置
転
換
」
な
ど
を
ど
う
行
う
か
が
焦
点

と
な
り
そ
う
だ
。

事
業
再
編
は
雇
用
者
総
数
の
増
加
に
寄
与

　

こ
う
し
た
な
か
、
過
去
五
年
間
に
事
業
再

編
を
実
施
し
た
企
業
お
よ
び
今
後
三
年
間
に

実
施
す
る
見
通
し
の
企
業
に
対
し
、
事
業
再

編
に
よ
る
国
内
の
雇
用
者
総
数
へ
の
影
響
に

つ
い
て
尋
ね
る
と
、
過
去
、
今
後
を
問
わ
ず

「
増
加
に
寄
与
」が
も
っ
と
も
多
か
っ
た（
図

表
７
）。
過
去
五
年
間
に
つ
い
て
は
、
国
内

雇
用
者
総
数
の
「
増
加
に
寄
与
し
た
」
が
四

六
・
五
％
、「
増
減
に
は
影
響
し
な
か
っ
た
」

が
二
五
・
四
％
、「
雇
用
者
総
数
の
減
少
に
寄

与
し
た
」
が
一
四
・
八
％
で
、
増
加
が
減
少

を
三
〇
㌽
以
上
上
回
る
結
果
と
な
っ
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
今
後
の
見
通
し
で
は
「
増
加
に

寄
与
す
る
（
と
思
う
）」
が
五
五
・
八
％
と

大
幅
に
上
昇
。「
増
減
に
は
影
響
し
な
い（
と

思
う
）」
が
一
九
・
三
％
、「
減
少
に
寄
与
す

る
（
と
思
う
）」
が
九
・
〇
％
と
そ
れ
ぞ
れ

低
下
し
、
結
果
と
し
て
増
加
が
減
少
を
四
五

㌽
以
上
上
回
っ
た
。
事
業
再
編
は
さ
ま
ざ
ま

な
労
働
力
調
整
を
伴
う
が
、
全
体
と
し
て
み

れ
ば
、
国
内
の
雇
用
者
総
数
に
プ
ラ
ス
の
影

響
を
与
え
る
可
能
性
が
示
唆
さ
れ
て
い
る
。

（
Ⅲ
）
海
外
事
業
の
現
状
と
今
後
の
戦
略

　

事
業
展
開
の
一
環
と
し
て
、
海
外
事
業
の

展
開
状
況
と
今
後
の
戦
略
に
つ
い
て
も
尋
ね

た
。
本
調
査
で
「
海
外
事
業
」
と
は
「
海
外

に
工
場
・
事
業
所
、
支
社
、
店
舗
等
を
設
置

し
て
行
う
、
あ
る
い
は
海
外
現
地
企
業
の
事

業
拠
点
を
活
用
し
て
行
う
、
生
産
・
調
達
、

販
売
・
サ
ー
ビ
ス
提
供
、
営
業
と
い
っ
た
事

業
活
動
」
と
定
義
し
て
い
る
。

　

海
外
事
業
の
展
開
状
況
に
つ
い
て
は
「
現

在
、
海
外
事
業
を
行
っ
て
お
ら
ず
、
今
後
も

展
開
予
定
な
し
・
未
定
」
の
企
業
が
約
八
割

（
七
九
・
四
％
）
を
占
め
た
。
海
外
事
業
を

「
現
在
、
展
開
中
」
の
企
業
は
一
二
・
五
％

に
と
ど
ま
っ
て
お
り
、
今
後
の
展
開
見
通
し

と
合
わ
せ
て
そ
の
内
訳
を
み
る
と
、「
今
後
さ

ら
に
規
模
を
拡
大
す
る
」
が
六
・
八
％
、「
今

後
も
現
状
の
規
模
を
維
持
す
る
」が
三
・
二
％
、

「
今
後
は
規
模
を
縮
小
・
撤
退
す
る
」
が
〇
・

二
％
、「
今
後
の
展
開
方
針
は
未
定
」
が
二
・

三
％
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
ほ
か
、「
現
在
、

雇用者総数の増加に

寄与する（と思う）,55.8

雇用者総数の増加に

寄与した, 46.5

雇用者総数の

減少に寄与

する（と思う）

9.0

雇用者総数の雇用者総数の

減少に寄与

した, 14.8

雇用者総数の

増減には影響

しない（と思う）,19.3

雇用者総数の増減には

影響しなかった , 25.4

11.6

何とも言えない・

分からない,10.9

4.3

無回答,

2.4

雇用者総数の増加に

寄与する（と思う）,55.8

雇用者総数の増加に

寄与した, 46.5

雇用者総数の

減少に寄与

する（と思う）

9.0

減少に寄与

した, 14.8

雇用者総数の

増減には影響

しない（と思う）,19.3

雇用者総数の増減には

影響しなかった , 25.4

11.6 4.3

無回答,

2.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今後３年間の見通し

(n=今後３年間に

事業再編を実施する

企業1,073)

過去５年間の推移

(n=過去５年間に

事業再編を実施した

企業1,428)

図表７　事業再編が国内雇用に及ぼす影響

図表８　海外事業展開の設備投資や国内雇用者総数への影響

図表９　今後の設備投資や国内雇用者数への影響

海外事業の

展開に伴い

減少した
9.5

海外事業の展開

に伴いむしろ増加

した ,10.7

海外事業展開の直

接の影響は受けて

いない
70.3

何とも

言えない・

分からない
9.2

海外事業の

展開に伴い

減少した
9.5

海外事業の展開

に伴いむしろ増加

した ,10.7

海外事業展開の直

接の影響は受けて

いない
70.3

何とも

言えない・

分からない
9.2

無回答
0.3

海外事業展開の

国内設備投資への影響

（ｎ＝現在、海外事業を展開

している企業３４７社）

海外事業の

展開に伴い、

減少した, 8.6

海外事業の

展開に伴い、

むしろ増加した, 15.9

海外事業展開の

直接の影響は

受けていない , 65.4

何とも

言えない・

分からない ,
8.6

無回答,
1.4

海外事業の

展開に伴い、

減少した, 8.6

海外事業の

展開に伴い、

むしろ増加した, 15.9

海外事業展開の

直接の影響は

受けていない , 65.4

何とも

言えない・

分からない ,
8.6

無回答,
1.4

海外事業展開の

国内雇用者総数への影響

（ｎ＝現在、海外事業を展開

している企業３４７社）

（どちらかと言えば）

国内にウェートを置く,
38.0

（どちらかと言えば）海外

にウェートを置く, 9.4

国内・海外の

どちらも同様に

ウェートを置く, 17.5国内・海外を問わず

設備投資を行う

予定はない , 4.5

今後の設備投資

方針は未定

・分からない, 20.5

無回答 ,
10.1

今後の設備投資見通し

（ｎ＝現在、海外事業を展開中／今後の

展開を予定している企業４８７社）

海外事業の

展開に伴い、

減少する

（（可能性が

ある）と思う）,
10.7

海外事業の展開に

伴い、むしろ

増加する（（可能性が

ある）と思う, 17.5

何とも言えない・

分からない, 17.9

無回答,
8.6

（どちらかと言えば）

国内にウェートを置く,
38.0

国内・海外の

どちらも同様に

ウェートを置く, 17.5

今後の設備投資

方針は未定

・分からない, 20.5

無回答 ,
10.1

海外事業の

展開に伴い、

減少する

（（可能性が

ある）と思う）,
10.7

海外事業の展開に

伴い、むしろ

増加する（（可能性が

ある）と思う, 17.5

何とも言えない・

分からない, 17.9

無回答,
8.6

今後の海外事業展開の

国内雇用者総数への影響見通し

（ｎ＝現在、海外事業を展開中／今後の

展開を予定している企業４８７社）

12.4 11.4

2.7

49.7

18.9 16.2

2.2
0

10

20

30

40

50

60 ％

（複数回答）

（ｎ＝今後の設備投資は国内に

ウェートを置く企業１８５社）

海外事業展開の
直接の影響は

受けないと思う,45.4

海外事業展開の
直接の影響は

受けないと思う,45.4
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海
外
事
業
を
行
っ
て
い
な
い
が
、
今
後
の
展

開
を
予
定
・
検
討
中
」
の
企
業
は
五
・
〇
％

だ
っ
た
。

設
備
投
資
、
雇
用
者
総
数
と
も 

海
外
展
開
の
直
接
の
影
響
な
し
が
最
多

　

海
外
事
業
を
「
現
在
、
展
開
中
」
の
企
業

（
計
一
二
・
五
％
）
に
対
し
、
国
内
に
お
け

る
設
備
投
資
や
雇
用
者
総
数
が
ど
の
よ
う
な

影
響
を
受
け
た
か
尋
ね
る
と
、い
ず
れ
も「
海

外
事
業
展
開
の
直
接
の
影
響
は
受
け
て
い
な

い
」
が
も
っ
と
も
多
く
、設
備
投
資
で
七
〇
・

三
％
、雇
用
者
総
数
で
六
五
・
四
％
に
の
ぼ
っ

た
（
図
表
８
）。
ま
た
、い
ず
れ
も
「
減
少
」

よ
り
は
「
増
加
」
が
上
回
っ
て
お
り
、
設
備

投
資
に
つ
い
て
は
「
海
外
事
業
の
展
開
に
伴

い
減
少
し
た
」
が
九
・
五
％
で
「
む
し
ろ
増

加
し
た
」
は
一
〇
・
七
％
。
国
内
雇
用
者
総

数
で
は
「
減
少
し
た
」
が
八
・
六
％
に
対
し
、

「
む
し
ろ
増
加
し
た
」
が
一
五
・
九
％
な
ど

と
な
っ
て
い
る
。

海
外
展
開
企
業
で
も
今
後
は

国
内
の
ウ
ェ
ー
ト
を
高
め
る

　

海
外
事
業
を
「
現
在
、
展
開
中
」
お
よ
び

「
今
後
の
展
開
を
予
定
・
検
討
中
」
の
企
業

（
計
一
七
・
五
％
）
を
対
象
に
、
今
後
の
設

備
投
資
の
見
通
し
に
つ
い
て
尋
ね
る
と
、

「（
ど
ち
ら
か
と
言
え
ば
）
国
内
に
ウ
ェ
ー

ト
を
置
く
」
が
三
八
・
〇
％
で
も
っ
と
も
多

く
な
っ
た
（
図
表
９
）。
次
い
で
「
今
後
の

設
備
投
資
方
針
は
未
定
・
分
か
ら
な
い
」
が

二
〇
・
五
％
、「
国
内
・
海
外
の
ど
ち
ら
も
同

様
に
ウ
ェ
ー
ト
を
置
く
」
が
一
七
・
五
％
な

ど
と
な
っ
た
。

　
「（
ど
ち
ら
か
と
言
え
ば
）
国
内
に
ウ
ェ
ー

ト
を
置
く
」
理
由
（
複
数
回
答
）
と
し
て
は
、

「
国
内
に
お
け
る
事
業
展
開
の
優
位
性
が
高

ま
っ
て
い
る
か
ら
（
生
産
性
、
機
密
情
報
・

ノ
ウ
ハ
ウ
の
保
持
等
）」
が
四
九
・
七
％
で

多
い
。

　

同
様
に
、
今
後
の
海
外
事
業
展
開
が
国
内

雇
用
者
総
数
に
及
ぼ
す
影
響
の
見
通
し
に
つ

い
て
は
、「
直
接
の
影
響
は
受
け
な
い
（
と
思

う
）」
が
四
五
・
四
％
、「
何
と
も
言
え
な
い
・

分
か
ら
な
い
」
が
一
七
・
九
％
の
順
で
多
い

が
、「
海
外
事
業
の
展
開
に
伴
い
、
む
し
ろ
増

加
す
る
（（
可
能
性
が
あ
る
）
と
思
う
）」
は

一
七
・
五
％
と
、「
減
少
す
る
（（
可
能
性
が

あ
る
）
と
思
う
）」（
一
〇
・
七
％
）
を
上
回

る
結
果
と
な
っ
て
い
る
。

（
Ⅳ
）
競
争
力
の
源
泉
と
従
業
員
の
能
力
発

揮
に
重
要
な
も
の

　

事
業
環
境
が
変
化
す
る
な
か
、
企
業
は
自

社
の
競
争
力
の
源
泉
を
ど
の
よ
う
に
捉
え
て

い
る
の
だ
ろ
う
。

人
材
の
質
を
高
め
る
育
成
体
系
が
重
要
に

　

自
社
の
競
争
力
の
源
泉
を
あ
げ
て
も
ら
う

と
（
複
数
回
答
）、「
顧
客
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応

力
（
提
案
力
含
む
）」（
五
二
・
五
％
）、「
既
存

の
商
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
付
加
価
値
を
高
め
る

技
術
力
（
現
場
力
）」（
四
四
・
四
％
）
な
ど

が
多
か
っ
た
（
図
表
10
）。

　

競
争
力
を
さ
ら
に
高
め
る
た
め
、
強
化
す

べ
き
要
素
に
つ
い
て
は
（
複
数
回
答
）、「
人

材
の
能
力
・
資
質
を
高
め
る
育
成
体
系
」
が

ト
ッ
プ
で
五
二
・

九
％
。
以
下
、「
顧

客
ニ
ー
ズ
へ
の
対

応
力
（
提
案
力
含

む
）」
が
四
五
・

五
％
、「
従
業
員
の

意
欲
を
引
き
出
す

人
事
・
処
遇
制
度
」

が
三
九
・
五
％
な

ど
と
な
っ
て
い
る
。

　

競
争
力
の
現
状

と
、
こ
れ
を
さ
ら

に
高
め
る
た
め
強

化
す
べ
き
も
の
の

差
に
着
目
す
る
と
、

「
人
材
の
能
力
・

資
質
を
高
め
る
育

成
体
系
」が
二
五
・

六
㌽
増
、「
従
業
員

の
意
欲
を
引
き
出

す
人
事
・
処
遇
制

度
」
が
二
〇
・
八

㌽
増
で
大
幅
に
上

昇
し
て
い
る
。
企

業
の
競
争
力
を
高

め
る
た
め
、
人
材

育
成
や
人
事
・
処

遇
等
に
注
目
し
て

図表10　自社の競争力の源泉と競争をさらに高めるために強化すべきもの

図表11　従業員の能力を最大限に発揮させるために必要な雇用管理事項

18.3

44.4

3.5

52.5

10.9

26.9

16.1

25.5

5.4 5.5
9.1

14.9

27.3

18.7

1.8

6.5
2.9

24.0

36.7

4.3

45.5

15.7

21.9

14.2

23.9

6.5 6.8
4.2

20.3

52.9

39.5

1.1
4.6 4.6

0

10

20

30

40

50

60

自社の競争力の源泉

競争力をさらに高めるため強化すべきもの

％

（複数回答）

（ｎ＝有効回答企業２，７８３社）

44.8
40.2

60.2

51.0

11.2

21.2

30.7

13.8

19.1

37.9

24.6

51.6

18.0

21.3

15.7

0.5
4.0 2.5

37.8

28.1

42.2

34.4

10.8 11.0

23.9

9.8

16.7

28.5

23.9

31.2

14.3

19.2
15.6

0.5

6.2 5.6

0

10

20

30

40

50

60

70

従業員の持てる能力を最大限発揮させるため重要と考える雇用管理事項

従業員の持てる能力を最大限発揮させるため現在、実際に取り組んでいるもの

％

（複数回答）

（ｎ＝有効回答企業２，７８３社）
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い
る
こ
と
が
分
か
る
。こ
の
ほ
か
、「
新
製
品
・

サ
ー
ビ
ス
の
開
発
力
」
が
五
・
七
㌽
増
、「
人

材
の
多
様
性
」
が
五
・
四
㌽
増
、「
技
術
革
新

へ
の
即
応
力
」
が
四
・
八
㌽
増
な
ど
の
順
で

続
く
。

能
力
発
揮
に
は
評
価
に
見
合
う
昇
進
・
賃
金

ア
ッ
プ
等
が
重
要

　

一
方
、
従
業
員
の
持
て
る
能
力
を
最
大
限

発
揮
さ
せ
る
た
め
、
重
要
で
あ
る
と
考
え
る

雇
用
管
理
事
項
に
つ
い
て
は
（
複
数
回
答
）、

多
い
順
に「
能
力
・
成
果
等
の
評
価
に
見
合
っ

た
昇
格
・
昇
進
や
賃
金
ア
ッ
プ
」
が
六
〇
・

二
％
、「
上
司
と
部
下
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ

ン
や
職
場
の
人
間
関
係
の
円
滑
化
」が
五
一
・

六
％
、「
安
定
し
た
（
安
心
し
て
働
け
る
）
雇

用
環
境
の
整
備
」
が
五
一
・
〇
％
―
―
な
ど

と
な
っ
た
（
図
表
11
）。

　

そ
の
う
え
で
、
重
要
で
あ
る
と
考
え
る
雇

用
管
理
事
項
と
、
実
際
に
取
り
組
ん
で
い
る

も
の
の
差
（
重
要
だ
と
考
え
て
い
る
が
、
実

際
に
は
取
り
組
め
て
い
な
い
割
合
）
に
着
目

す
る
と
、
両
者
の
開
き
が
大
き
い
順

に
、「
上
司
と
部
下
の
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー

シ
ョ
ン
や
職
場
の
人
間
関
係
の
円
滑

化
」（
二
〇
・
四
㌽
差
）、「
能
力
・
成

果
等
の
評
価
に
見
合
っ
た
昇
格
・
昇
進
や
賃

金
ア
ッ
プ
」（
一
八
・
〇
㌽
差
）、「
安
定
し
た

（
安
心
し
て
働
け
る
）
雇
用
環
境
の
整
備
」

（
一
六
・
六
㌽
差
）、「
評
価
制
度
に
お
け
る

納
得
性
の
向
上
」（
一
二
・
一
㌽
差
）
な
ど
と

な
っ
て
い
る
。
従
業
員
の
持
て
る
能
力
を
最

大
限
発
揮
さ
せ
る
た
め
、
こ
れ
ら
を
い
か
に

梃
入
れ
す
る
か
が
重
要
に
な
っ
て
い
る
。

（
Ⅴ
）
正
社
員
や
若
年
者
に
求
め
る 

能
力
・
資
質

　

企
業
競
争
力
の
源
泉
の
変
化
に
対
応
し
、

正
社
員
に
求
め
ら
れ
る
能
力
・
資
質
に
も
変

化
は
み
ら
れ
る
の
だ
ろ
う
か
。

ス
ト
レ
ス
耐
性
や
事
業
・
戦
略
の

企
画
力
、
付
加
価
値
の
創
造
力
等

が
重
要
に

　

正
社
員
に
こ
れ
ま
で
求
め
て

き
た
能
力
・
資
質
に
つ
い
て
は

（
複
数
回
答
）、
多
い
順
に
「
専

門
的
な
知
識
・
技
能
、
資
格
」
が

六
二
・
一
％
、「
業
務
を
完
遂
す
る

責
任
感
」
が
六
一
・
九
％
、「
組
織

協
調
性
（
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
能
力
）、

柔
軟
性
、
傾
聴
・
対
話
力
」
が
五

六
・
四
％
―
―
な
ど
と
な
っ
て
い

る
（
図
表
12
）。

　

こ
れ
に
対
し
、
正
社
員
に
今
後
、

ど
の
よ
う
な
能
力
・
資
質
を
求
め

る
か
尋
ね
る
と
（
複
数
回
答
）、

上
位
に
は
「
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
、

統
率
・
実
行
力
」（
五
二
・
一
％
）、

「
専
門
的
な
知
識
・
技
能
、資
格
」

（
四
九
・
九
％
）、「
業
務
を
完
遂

す
る
責
任
感
」（
四
九
・
七
％
）、

「（
部
下
等
の
）
管
理
、
指
導
・

育
成
力
」（
四
九
・
四
％
）
な
ど
が

あ
が
っ
た
。

　

こ
れ
ま
で
と
今
後
で
比
較
す

る
と
、「
専
門
的
な
知
識
・
技
能
、

資
格
」
や
「
業
務
を
完
遂
す
る
責

任
感
」
は
依
然
、
上
位
に
あ
る
と

は
い
え
、
と
も
に
一
二
・
二
㌽
低

28.0
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3.3

62.1
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0.3 1.7

9.3

0

10

20

30

40

50

60

70

これまで正社員に求めてきた能力・資質

今後、求める能力・資質

％

（複数回答）

（ｎ＝有効回答企業２，７８３社）

図表12　正社員にこれまで求めてきた求める能力・資質と今後求めるもの

8.6

即戦力を

重視,13.3

12.8

どちらかと

いうと即戦力

重視, 20.2

37.4

どちらも同じくらい

重視,27.9

18.6

どちらかというと

ポテンシャル

重視,18.3

12.6

ポテン

シャル

を重視,

11.6

6.6

何とも言えない・

分からない, 6.0

3.4

無回答,
2.7

8.6

即戦力を

重視,13.3

12.8

どちらかと

いうと即戦力

重視, 20.2

37.4

どちらも同じくらい

重視,27.9

18.6

どちらかというと

ポテンシャル

重視,18.3

12.6

ポテン

シャル

を重視,

11.6

6.6 3.4

無回答,
2.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

今後の採用

これまでの採用

（ｎ＝有効回答企業２，７８３社）

図表13　若年者の正社員採用で重視しているもの
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64.9
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23.4

28.4

20.4

36.6
41.5

27.7

44.6

7.5
4.1
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23.2
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0.5
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36.6

17.4

36.6

45.4
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52.5

16.6

9.8

51.7

25.4

48.0

22.7

8.1

39.2

5.2
0.4 2.1

0

10
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40
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60

70

80

過去（１９９０年代） 現在

％

（複数回答）

（ｎ＝現在・過去とも有効回答のあった企業２，５６３社）

図表14　具体的な資質として重視しているもの



特集―企業の成長戦略と人材育成

Business Labor Trend 2013.9

9

下
し
て
い
る
。
ま
た
、「
組
織
協
調
性
（
チ
ー

ム
ワ
ー
ク
能
力
）、柔
軟
性
、傾
聴
・
対
話
力
」

も
引
き
続
き
半
数
超
の
企
業
が
あ
げ
て
い
る

と
は
い
え
、
九
・
一
㌽
低
下
。
一
方
、「
ス
ト

レ
ス
コ
ン
ト
ロ
ー
ル
力
」は
一
一
・
二
㌽
、「
事

業
や
戦
略
の
企
画
・
立
案
力
」
は
八
・
三
㌽
、

「
新
た
な
付
加
価
値
の
創
造
力
」
は
八
・
二

㌽
、「
グ
ロ
ー
バ
ル
な
視
野
や
国
際
コ
ミ
ュ
ニ

ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
」お
よ
び「
コ
ス
ト
意
識
・

財
務
セ
ン
ス
」
は
と
も
に
六
・
八
㌽
の
上
昇

と
な
っ
て
お
り
、
正
社
員
に
今
後
、
求
め
ら

れ
る
能
力
・
資
質
と
し
て
の
位
置
づ
け
が
高

ま
っ
て
い
る
。

若
年
者
採
用
は
ポ
テ
ン

シ
ャ
ル
を
重
視
へ

　

若
年
者
（
一
五
～
三
四

歳
）
の
採
用
に
当
た
り
求

め
る
能
力
・
資
質
に
も
、

何
か
変
化
は
あ
る
の
だ
ろ

う
か
。

　

若
年
者
の
正
社
員
採
用

に
当
た
り
、
即
戦
力
と
ポ

テ
ン
シ
ャ
ル（
潜
在
能
力
）

の
ど
ち
ら
を
よ
り
重
視
し

て
い
る
か
に
つ
い
て
は
、

「
ど
ち
ら
も
同
じ
く
ら
い

重
視
」
が
、
こ
れ
ま
で
の

二
七
・
九
％
か
ら
今
後
は

三
七
・
四
％
に
大
き
く
上

昇
し
て
い
る
。
ま
た
、
こ

れ
ま
で
の
採
用
で
は
「
即

戦
力
重
視
」
企
業
が
三
・

六
㌽
差
で
優
勢
だ
っ
た
の

に
対
し
、
今
後
の
採
用
に

当
た
っ
て
は
九
・
八
㌽
差

で
、「
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
重

視
」
が
優
勢
に
転
じ
て
い

る
（
図
表
13
）。

　

具
体
的
に
ど
の
よ
う
な
資
質
を
重
視
し
て

選
考
し
て
い
る
か
尋
ね
る
と
（
複
数
回
答
）、

過
去
（
一
九
九
〇
年
代
）
お
よ
び
現
在
と
も
、

「
仕
事
に
対
す
る
熱
意
・
意
欲
、
向
上
心
」

を
あ
げ
る
割
合
が
も
っ
と
も
高
い
。
こ
れ
に

「
積
極
性
、
チ
ャ
レ
ン
ジ
精
神
、
行
動
力
」

「
組
織
協
調
性
（
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
を
尊
重
で

き
る
）」
な
ど
が
続
く
。

　

過
去
と
現
在
で
変
化
を
み
る
と
、
全
二
二

要
素
の
う
ち
、減
少
し
た
の
は「
最
終
学
歴
」

（
マ
イ
ナ
ス
三
・
三
㌽
）、「
従
順
性
」（
マ
イ

ナ
ス
三
・
〇
㌽
）、「
学
業
成
績
」（
マ
イ
ナ
ス

二
・
九
㌽
）
な
ど
の
四
つ
。
代
わ
り
に
、「
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
能
力
」（
プ
ラ
ス
一
四
・

三
㌽
）
を
は
じ
め
、「
積
極
性
、
チ
ャ
レ
ン
ジ

精
神
、
行
動
力
」（
プ
ラ
ス
一
〇
・
一
㌽
）、「
仕

事
に
対
す
る
熱
意
・
意
欲
、
向
上
心
」（
プ
ラ

ス
八
・
七
㌽
）、「
創
造
性
、発
想
力
、提
案
力
」

（
プ
ラ
ス
八
・
四
㌽
）
な
ど
一
六
要
素
で
、

軒
並
み
重
視
度
合
い
が
高
ま
っ
て
い
る
。

　

企
業
に
お
け
る
事
業
展
開
の
変
化
と
と
も

に
、
正
社
員
や
若
年
者
採
用
で
今
後
、
求
め

ら
れ
る
能
力
・
資
質
も
変
わ
り
つ
つ
あ
る（
図

表
14
）。

（
Ⅵ
）
正
社
員
・
非
正
社
員
の
バ
ラ
ン
ス
観

　

事
業
環
境
の
変
化
は
、
正
社
員
と
非
正
社

員
の
活
用
方
針
に
も
影
響
す
る
の
だ
ろ
う
か
。

非
正
社
員
を
雇
用
し
て
い
る
企
業
（
非
正
社

員
比
率
の
現
状
平
均
は
二
九
・
一
％
）
に
対

し
て
、
正
社
員
・
非
正
社
員
の
バ
ラ
ン
ス
に

つ
い
て
ど
の
よ
う
に
考
え
て
い
る
か
尋
ね
る

と
、「
現
状
で
、
適
正
で
あ
る
（
ち
ょ
う
ど
良

い
）」と
考
え
る
企
業
が
半
数（
五
〇
・
一
％
）

を
占
め
た（
図
表
15
）。ま
た
、「
分
か
ら
な
い
」

が
一
五
・
五
％
あ
っ
た
も
の
の
、「
現
状
よ
り

非
正
社
員
比
率
を
（
や
や
）
高
め
る
必
要
が

あ
る
」（
一
四
・
四
％
）
と
考
え
る
企
業
よ
り

は
、「
現
状
よ
り
正
社
員
比
率
を
（
や
や
）
高

め
る
必
要
が
あ
る
」（
一
七
・
六
％
）
と
考
え

る
企
業
の
方
が
上
回
っ
た
。

　

な
お
、
こ
う
し
た
結
果
は
昨
年
、
向
こ
う

三
年
間
に
正
社
員
を
増
加
さ
せ
る
企
業
が
、

非
正
社
員
の
そ
れ
を
上
回
る
見
通
し
で
あ
る

こ
と
を
報
告
し
た
、「
今
後
の
企
業
経
営
と
雇

用
の
あ
り
方
に
関
す
る
調
査
」
結
果
（
二
〇

一
二
年
）
と
も
符
合
し
て
い
る
。

正
社
員
比
率
増
は
人
材
育
成
強
化
の
た
め

　
「
現
状
よ
り
正
社
員
比
率
を
（
や
や
）
高

め
る
必
要
が
あ
る
」
と
考
え
る
理
由
を
み
る

と
（
複
数
回
答
）、「
中
長
期
的
な
人
材
育
成

や
能
力
開
発
を
強
化
し
た
い
か
ら
」が
五
三
・

七
％
で
ト
ッ
プ
だ
っ
た
。
以
下
、
多
い
順
に

「
知
識
や
技
能
、
経
験
等
を
着
実
に
継
承
し

た
い
か
ら
」
が
五
一
・
二
％
、「
自
律
的
な
仕

事
や
責
任
性
の
高
い
仕
事
が
求
め
ら
れ
る
よ

う
に
な
っ
て
い
る
か
ら
」が
四
三
・
八
％
、「
既

存
事
業
の
拡
大
や
新
規
の
事
業
展
開
に
対
応

す
る
た
め
」
が
三
八
・
八
％
、「
組
織
の
一
体

感
や
職
場
の
チ
ー
ム
ワ
ー
ク
を
強
化
し
た
い

か
ら
」
が
三
〇
・
八
％
、「
年
齢
構
成
の
歪
み

を
是
正
し
た
い
か
ら
」
が
三
〇
・
一
％
―
―

な
ど
と
な
っ
て
い
る
。

　

一
方
、「
現
状
よ
り
非
正
社
員
比
率
を
（
や

や
）
高
め
る
必
要
が
あ
る
」
と
考
え
る
理
由

に
つ
い
て
は
、「
グ
ロ
ー
バ
ル
競
争
の
激
化
等

で
、
人
件
費
を
さ
ら
に
抑
制
す
る
必
要
が
あ

る
か
ら
」
が
四
六
・
〇
％
、「
景
気
変
動
や
事

業
再
編
等
の
雇
用
調
整
に
備
え
る
た
め
（
長

期
雇
用
の
責
任
が
持
て
な
い
か
ら
）」
が
三

八
・
七
％
、「
高
齢
者
の
継
続
雇
用
者
が
増
え

て
い
る
か
ら
」
が
三
五
・
七
％
―
―
な
ど
と

な
っ
た
。

現状より正社員比率

を（やや）高める

必要がある, 17.6%

現状で、適正である

（ちょうど良い）,
50.1%

現状より

非正社員比率を

（やや）高める

必要がある, 14.4%

分からない ,

15.5%

現状より正社員比率

を（やや）高める

必要がある, 17.6%

現状で、適正である

（ちょうど良い）,
50.1%

現状より

非正社員比率を

（やや）高める

必要がある, 14.4%

分からない ,

15.5%

無回答,
2.4%

（ｎ＝非正社員を活用している

企業２，２８１社）

38.8

11.2

0.0
4.0

43.8

2.2

24.9

51.2
53.7

30.8 30.1

9.0
5.0

19.2
16.2

3.2
0.5

0

10

20

30

40

50

60％

（複数回答）

（ｎ＝現状より正社員比率を（やや）高める

必要があると考える企業４０２社）

正社員比率を高める必要があると考える理由

図表15　正社員・非正社員のバランスに対する考え方とその理由
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（
Ⅶ
）
ま
と
め
に
代
え
て

　

政
府
は
六
月
一
四
日
、「
日
本

再

興

戦

略-JA
P

A
N

 is 
B

A
C

K
-

」
を
策
定
し
た
。
日

本
経
済
の
再
生
に
向
け
た
「
三

本
の
矢
」
を
示
し
、
そ
の
一
つ

に
「
民
間
投
資
を
喚
起
す
る
成

長
戦
略
」を
掲
げ
た
。「
止
ま
っ

て
い
た
経
済
が
再
び
動
き
出
す

中
で
、
新
陳
代
謝
を
促
し
、
成

長
分
野
へ
の
投
資
や
人
材
の
移

動
を
加
速
す
る
こ
と
が
で
き
れ

ば
、
企
業
の
収
益
も
改
善
し
、

そ
れ
が
従
業
員
の
給
与
ア
ッ
プ
、

雇
用
の
増
大
と
い
う
形
で
国
民

に
還
元
さ
れ
る
」
と
期
待
す
る
。

そ
し
て
、
直
ち
に
取
り
組
む
べ

き
必
達
計
画
の
中
で
「
事
業
再

編･

事
業
組
換
の
促
進
」や「
グ

ロ
ー
バ
ル
ト
ッ
プ
企
業
を
目
指

し
た
海
外
展
開
促
進
」
な
ど
を

あ
げ
た
。

　

企
業
に
お
け
る
積
極
的
な
事

業
展
開
と
こ
れ
に
伴
う
人
材
の

移
動
、
活
用
・
育
成
が
今
、
重

要
な
政
策
課
題
と
し
て
注
目
さ

れ
る
な
か
、
肝
心
な
の
は
新
規

事
業
や
事
業
再
編
が
、
経
営
指

標
の
改
善
や
雇
用
・
賃
金
の
増

加
に
波
及
す
る
か
ど
う
か
で
あ

ろ
う
。

　

そ
こ
で
最
後
に
、
過
去
五
年

間
に
お
け
る
事
業
再
編
の
実
施

別
に
み
た
、
過
去
お
よ
び
今
後

三
年
間
の
売
上
高
、
経
常
利
益
、

雇
用
者
規
模
の
増
減
推
移
と
見

通
し
に
つ
い
て
紹
介
し
た
い
。

結
果
は
図
表
16
の
通
り
で
あ
り
、
何
ら
か
の

事
業
再
編
を
行
っ
た
企
業
は
行
っ
て
い
な
い

企
業
に
比
べ
、
過
去
三
年
間
に
売
上
高
、
経

常
利
益
が
「
増
加
し
た
」
あ
る
い
は
今
後
三

年
間
に
「
増
加
す
る
」
割
合
が
多
く
な
る
傾

向
が
み
ら
れ
る
。
そ
し
て
そ
の
傾
向
は
、
雇

用
者
規
模
に
つ
い
て
さ
ら
に
顕
著
で
あ
る
。

　

ま
た
、
競
争
力
の
源
泉
を
「
事
業
再
編
の

柔
軟
性
」
や
「
技
術
革
新
へ
の
即
応
力
」「
新

製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の
開
発
力
」
と
考
え
る
企

業
は
、
過
去
三
年
間
に
お
け
る
売
上
高
や
経

常
利
益
が
増
加
傾
向
で
推
移
し
た
企
業
割
合

が
相
対
的
に
高
い
傾
向
が
み
ら
れ
る
よ
う
だ

（
図
表
17
）。
ま
た
、
雇
用
に
つ
い
て
も
、

競
争
力
の
源
泉
を
「
事
業
再
編
の
柔
軟
性
」

や
「
事
業
運
営
の
多
角
性
」「
人
材
の
多
様

性
」「
意
思
決
定
の
迅
速
性
」
と
考
え
る
企
業

ほ
ど
、
平
均
に
比
べ
て
雇
用
者
規
模
の
増
加

傾
向
が
強
く
な
っ
て
い
る
。

（
調
査
・
解
析
部　

主
任
調
査
員
補
佐
／

渡
辺
木
綿
子
、調
査
・
解
析
部
長
／
荻
野
登
）
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2.0
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図表17　競争力の源泉と売上高等の関係
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図表16　事業再編と雇用・売上の傾向




